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て引き下げる意思を有する場合には、その旨を定款に明確に記載すべきである」と述べ、定款の解
釈にあたっては、定款規定の拠り所となる法規定を参考に補充して考えるべきではないことを明言
しており、これからの定款自治による会社運営に資するものであると考える。また、従来あまり利
用されてこなかった、取締役解任の訴えが、会社法制定により、監査役、会計参与といった他の役
員についても対象となる役員解任の訴えという形になったことに伴い、その利用可能性が高くなっ
た状況において、その位置付けについて述べている点で興味深いものがある。
ただ、本件原告Ｘは、総会決議取消とともに、自己の取締役である地位の確認について求めてい
るところ、本判決は、「役員解任決議に取消原因がある場合であっても一応決議は成立しているから、
当該役員は役員解任決議により取締役の地位を失う」ことになり、「役員解任決議の取消の訴えの認
容判決が確定するまでは、一応成立している役員解任決議により当該役員は取締役の地位にないこ
とになる」と述べ、「本件口頭弁論終結時に本件決議の取消の訴えを認容する判決が確定しているも
のではないから、原告Ｘが取締役の地位にあると認めることはできない」とし、原告Ｘを取締役か
ら解任する旨の決議を取り消すことのみを主文で述べている。
これは、当然のことであるといえるが、本件のようにＡ取締役の解任と同時または異なる時期に、
他の取締役の選任がなされ、判決によってＡ取締役の解任決議の取消がなされた場合、原告が取締
役としてカウントされることにより、会社定款によって定款所定の員数を超える取締役の選任がな
されている状況が生じたときは、再度、会社法８３１条１項２号の取消事由が存在する11として、総
会決議取消の訴えを提起しなければならず、迂遠であるともいえる。この点については、問題であ
ると考えるが、今後の実務での取り扱いや立法に注視していきたいと考える。
11 神田・前掲（注１０）１８５頁。
